
令和元事業年度 

財 務 諸 表 

貸 借 対 照 表 

行 政 コ ス ト 計 算 書

損 益 計 算 書 

純 資 産 変 動 計 算 書 

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

損 失 の 処 理 に 関 す る 書 類 

重 要 な 会 計 方 針 等 

附 属 明 細 書 

自 平成 31 年  4 月  1 日

至 令和 2 年 3 月 31 日

独立行政法人勤労者退職金共済機構 

清酒製造業退職金共済事業等勘定 



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　清酒製造業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 774,759,469
有価証券 241,268,501
金銭信託 881,884,401
前払費用 4,154
未収収益 1,598,633

　流動資産合計 1,899,515,158
Ⅱ　固定資産

1 有形固定資産
建物 556,164

減価償却累計額 △ 182,542 373,622
構築物 236,795

減価償却累計額 △ 129,785 107,010
工具器具備品 1,501,891

減価償却累計額 △ 840,253 661,638
有形固定資産合計 1,142,270

2 無形固定資産
電話加入権 20,000
ソフトウェア 861,372

無形固定資産合計 881,372
3 投資その他の資産

投資有価証券 2,408,268,169
長期前払費用 362
敷金・保証金 2,274,660

投資その他の資産合計 2,410,543,191
　固定資産合計 2,412,566,833

　　　　　　資産合計 4,312,081,991
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

預り補助金等（注） 5,082,482
未払給付金 5,491,500
未払費用 2,340,415
預り金 350,500
賞与引当金 3,226,248
短期リース債務 91,669

　流動負債合計 16,582,814
Ⅱ　固定負債

共済契約準備金
支払備金 8,082,075
責任準備金 1,450,250,983 1,458,333,058

長期リース債務 304,090
退職給付引当金 92,128,536

　固定負債合計 1,550,765,684
　　　　　　負債合計 1,567,348,498
（純資産の部）
Ⅰ　資本剰余金

その他行政コスト累計額（注）
　減損損失相当累計額（-）（注） △ 340,000

　資本剰余金合計 △ 340,000
Ⅱ　利益剰余金 184,693,127

前中期目標期間繰越積立金（注） 2,655,133,467
積立金 184,693,127
当期未処理損失 △ 94,753,101
（うち当期総損失 94,753,101）

　利益剰余金合計 2,745,073,493
　　　　　  純資産合計 2,744,733,493
　　　　　　　負債純資産合計 4,312,081,991
（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

科　目 金　額

貸借対照表
（令和2年3月31日）



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　清酒製造業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

　 業務費 243,141,002

一般管理費 4,035,092

財務費用 8,138

臨時損失 21,801

損益計算書上の費用合計 247,206,033

Ⅱ　その他行政コスト（注）

その他行政コスト合計 0

Ⅲ　行政コスト（注） 247,206,033

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

科　目 金　額

行政コスト計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）



独立行政法人勤労者退職金共済機構　清酒製造業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

経常費用

業務費

職員給与 18,526,668

職員諸手当 7,124,431

賞与 4,900,492

法定福利費 4,878,598

退職給付金 136,513,773

中退事業等へ移動通算繰入 2,241,750

証紙買戻金 5,700

返還掛金 754,200

運用費用 28,129,468

支払備金繰入 6,289,275

業務委託費 7,584,000

賞与引当金繰入額 2,759,952

退職給付費用 2,154,749

その他 21,277,946 243,141,002

一般管理費

役員報酬 125,391

職員給与 247,100

職員諸手当 172,040

法定福利費 70,005

旅費交通費 10,809

消耗品費 8,125

雑役務費 333,202

図書費 175,525

減価償却費 835,283

賞与引当金繰入額 466,296

退職給付費用 585,027

その他 1,006,289 4,035,092

財務費用

支払利息 8,138 8,138

経常費用合計 247,184,232

経常収益

事業収益

掛金収入 54,900,900

運用収入 7,184,110 62,085,010

補助金等収益（注） 16,344,518

責任準備金戻入 74,022,286

雑益 1,118

経常収益合計 152,452,932

経常損失 94,731,300

臨時損失

固定資産除却損 21,801

　 臨時損失合計 21,801

当期純損失 94,753,101

当期総損失（注） 94,753,101

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

科　目 金　額

損益計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　○○勘定○○経理独立行政法人勤労者退職金共済機構 　清酒製造業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

その他行政コスト累計額

△ 340,000 △ 340,000 2,655,133,467 0 184,693,127 0 2,839,826,594 2,839,486,594

当期変動額 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 184,693,127 △ 184,693,127 0 0

0 0 0

0 0 0

0 △ 94,753,101 △ 94,753,101 △ 94,753,101 △ 94,753,101

0 0 0

0 0 0 184,693,127 △ 279,446,228 △ 94,753,101 △ 94,753,101 △ 94,753,101

△ 340,000 △ 340,000 2,655,133,467 184,693,127 △ 94,753,101 △ 94,753,101 2,745,073,493 2,744,733,493

純資産変動計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産合計
資本剰余金合計

Ⅰ 資本剰余金

減損損失相当累計額(－)
うち当期総利益

(又は当期総損失)

利益剰余金
(又は繰越欠損金)

合計

前中期目標期間繰越積立
金

積立金
当期未処分利益

(又は当期未処理損失)

当期首残高

　Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

　　　　利益処分による積立

　Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

　(１) 利益の処分又は損失の処理

当期変動額合計

当期末残高

　　　　利益処分(又は損失処理)による取り崩し

　(２) その他

　　　　当期純利益(又は当期純損失)

　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額



独立行政法人勤労者退職金共済機構 清酒製造業退職金共済事業等勘定　

(単位：円)
金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
退職給付金支出 △ 136,973,373
人件費支出 △ 44,493,244
その他の業務支出 △ 32,063,262
事業収入 54,900,900
運用収入 20,224,000
補助金等収入 21,427,000
補助金等の精算による返還金の支出 △ 3,780,075
その他の業務収入 1,118
　　小計 △ 120,756,936
利息の支払額 △ 8,138

△ 120,765,074

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の償還による収入 240,000,000
投資有価証券の取得による支出 △ 199,857,000
固定資産の取得による支出 △ 758,533
固定資産の除却による支出 △ 773
敷金・保証金の差入による支出 △ 110,058

39,273,636

リース債務償還による支出 △ 359,917
△ 359,917

Ⅳ　資金減少額 △ 81,851,355
Ⅴ　資金期首残高 856,610,824
Ⅵ　資金期末残高 774,759,469

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

　  財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

科目

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　  投資活動によるキャッシュ・フロー



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　清酒製造業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 94,753,101

当期総損失 94,753,101

Ⅱ　損失処理額

積立金取崩額 94,753,101 94,753,101

損失の処理に関する書類

科　目 金　額

（令和2年3月31日）



〔重要な会計方針〕

成しております。

１．減価償却の会計処理方法

　　　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　 　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　　 なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　建        物 

　　　　　　　　　　構　 築　 物

　　　　　　　　　　工具器具備品

　　　 (2) 無形固定資産

　　　　　 　　定額法を採用しております。

　　　　　 　　を耐用年数としております。

　　　 (3) リース資産

　　　　　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．賞与引当金の計上基準

　　　おります。

３．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

４．金銭信託の評価基準及び評価方法

　　　　時価法

５．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　(1) 満期保有目的債券

　　   　　　償却原価法（定額法）

独立行政法人勤労者退職金共済機構

清酒製造業退職金共済事業等勘定

な お 、 法 人 内 利 用 の ソ フ ト ウ ェ ア に つ い て は 、 法 人 内 に お け る 利 用 可 能 期 間 （ 5 年 ）

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成30

年9月3日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関 する

Q＆A」（平成31年3月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作

企業年金基金から支給される年金給付については、役職員の退職給付に備えるため、当該事

　　　業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、各事業年度の発生時において費用処理しておりま

　　　す。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

　　　については期間定額基準によっております。

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

　　　適用しております。

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上して

8 ～ 15 年

13 年

4 ～ 20 年



６．リース取引の処理方法

　　　　係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　に係る方法に準じた会計処理によっております。　　 

７．消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

８．その他の重要な事項

　　　(1) 支払備金

　　　　がないものの金額を計上しております。

　　　(2) 責任準備金

〔表示方法の変更〕

１．純資産の部の表示方法の変更

　　　 減損損失相当累計額として表示しております。

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 以 上 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は 、 通 常 の 売 買 取 引 に

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 未 満 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は 、 通 常 の 賃 貸 借 取 引

損益外減損損失累計額について、前事業年度まで資本剰余金の控除項目として表示しておりま

したが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、その他行政コスト累計額の

職届があったも のも しくは、退職届の提出はな いが退職と認められるもの等の退職金で 請求

被共済者の将来の退職金の支払いに備えるため、独立行政法人勤労者退職金共済機構の業

務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令（平成15年厚生労働省令第152号）第19条

　　　　（平成31年雇均勤発0327第1号責任準備金の積立について）による金額を計上しております。

当事業年度末までに請求を受けた退職金等の支払未済のもの及び、当事業年度末までに退

の 規 定 に よ り 、 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る と こ ろ （ 平 成 31 年 厚 生 労 働 省 発 雇 均 0327 第 1 号 責 任

準 備 金 の 積 立 に つ い て ） 及 び 厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 勤 労 者 生 活 課 長 の 定 め る と こ ろ



１．有価証券に関する事項

　(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　

貸借対照表

計上額(円)

国債・地方債等 2,449,678,489 2,477,620,000 27,941,511

小計 2,449,678,489 2,477,620,000 27,941,511

国債・地方債等 199,858,181 198,190,000 △ 1,668,181

小計 199,858,181 198,190,000 △ 1,668,181

2,649,536,670 2,675,810,000 26,273,330

　(2) 満期保有目的の債券の今後の償還予定額　　　　　　　　　　　　　　

１年超5年 5年超10年

以内(円) 以内(円)

債券

　国債・地方債等 241,268,501 824,241,402 1,118,067,162 465,959,605

合計 241,268,501 824,241,402 1,118,067,162 465,959,605

２．金融商品の状況に関する事項

３．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表

計上額(円)

　(1)現金及び預金 774,759,469 774,759,469 0

　(2)有価証券及び投資有価証券 2,649,536,670 2,675,810,000 26,273,330

　　 ①　満期保有目的の債券 2,649,536,670 2,675,810,000 26,273,330

　(3)金銭信託 881,884,401 881,884,401 0

(注１)　 金融商品の時価の算定方法

 　(1) 現金及び預金

　 (2) 有価証券及び投資有価証券

　　　　これらの時価について、債券は金融機関から提示された価格によっております。

   (3) 金銭信託

　　　　金銭信託の時価は、金融機関から提示された価格によっております。

差額(円)

時価(円)

　す。

合計

1年以内(円) 10年超(円)

差額（円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

〔貸借対照表注記〕

種類

時価(円)

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

清退共資産の運用に当たっては、中小企業退職金共済法その他の法令を遵守するとともに、退職

金 を 将 来 に わ た り 確 実 に 給 付 す る こ と が で き る よ う 、 安 全 か つ 効 率 を 基 本 と し て 実 施 し て お り ま

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　　　よっております。



４．退職給付に関する事項

　 (1) 採用している退職給付制度の概要　　　　　　　

　 (2) 確定給付制度　　　　　　　

 　 ① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(③に掲げられたものを除く)

　　　　　期首における退職給付債務

　　　　　　勤務費用

　　　　　　利息費用

　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額

　　　　　　退職給付の支払額

　　　　　期末における退職給付債務

　 　(注) 期首及び期末における退職給付債務には、国への返還相当額(最低責任準備金)が含まれて

　　　　　おります。

 　 ② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　期首における年金資産

　　　　　　期待運用収益

　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額

　　　　　　事業主からの拠出額

　　　　　　退職給付の支払額

　　　　　期末における年金資産

 　 ③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　期首における退職給付引当金

　　　　　　退職給付費用

　　　　　　退職給付への支払額

　　　　　期末における退職給付引当金

 　 ④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

　　　　　積立型制度の退職給付債務

　　　　　年金資産

　　　　　積立型制度の未積立退職給付債務

　　　　　非積立型制度の未積立退職給付債務

　　　　　小計

　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　退職給付引当金

　　　　　前払年金費用

　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額

確定給付企業年金制度（積立型制度）で は 、労働関係法人企業年金基金に加入して おり、

　　　給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。

退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金

13,145,563円

67,330,265円

68,056,687円

54,911,580円

0円

67,330,265円

0円

△ 54,184,702円

△ 2,061,627円

78,982,973円

774,428円

340,283円

△ 1,142,449円

△ 1,220,726円

1,192,532円

△ 698,684円

54,184,702円

79,497,812円

1,546,788円

92,128,536円

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用してお

　　　ります。

78,982,973円

　　　を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

92,128,536円

92,128,536円

△ 698,684円

92,128,536円



 　 ⑤ 退職給付に関連する損益

　　　　　勤務費用

　　　　　利息費用

　　　　　期待運用収益

　　　　　数理計算上の差異の当期の費用処理額

　　　　　簡便法で計算した退職給付費用

　　　　　合計

 　 ⑥ 年金資産の主な内訳

　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

　　　　　　債券

　　　　　　株式

　　　　　　短期資産

　　　　　　代行返上に伴う責任準備金前納額

　　　　　　生命保険一般勘定

　　　　　　その他

　　　　　合計

 　 ⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

 　 ⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　　割引率 0.5%

　　　　　　長期期待運用収益率 0.0%

５．資産除去債務に関する事項

〔行政コスト計算書注記〕

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト

自己収入等

機会費用

独立行政法人の業務運営に

関して国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

　 (1) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　　　おります。

111,082,118円

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人

での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

247,206,033円

△ 136,108,414円

△ 15,501円

0.6%

78,277円

1,546,788円

　　　  ます。

7.1%

1.4%

0.4%

0円

　を計上しておりません。

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため当該資産に見合う資産除去債務

債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことか

当機構は、賃貸借契約に基づく事業所等の退去時における原状回復義務を有していますが、当該

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

　　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

88.6%

1.9%

100.0%

774,428円

340,283円

2,739,776円

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しており



〔キャッシュ・フロ－計算書注記〕

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金

うち定期預金

（差引）資金残高

774,759,469円

0円

774,759,469円



独立行政法人勤労者退職金共済機構（ 清酒製造業退職金共済事業等勘定）

附属明細書

１ ． 固定資産の取得、 処分、 減価償却費及び減損損失累計額の明細



２ ． 有価証券の明細
( 1) 流動資産と し て計上さ れた有価証券

( 2) 投資その他の資産と し て計上さ れた有価証券



３ ． 引当金の明細

４ ． 退職給付引当金の明細

５ ． 運営費交付金以外の国等から の財源措置の明細

( 1)  補助金等の明細

６ ． 役員及び職員の給与の明細

( 注) 1

2 支給人員数は、 年間平均支給人員数により ます。
3 （ 　 ） の数字は非常勤（ 外数） の支給額及び支給人数です。
4

役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する 給与及び退職手当の支給の基準は、 当機構の
役員給与規程、 役員退職金規程、 職員給与規程及び職員退職手当規程により ます。

上記明細は「 役員報酬」 「 職員給与」 「 職員諸手当」 「 賞与」 「 退職手当」 及び「 雑給」 により
構成さ れており 、 中期計画に定める予算上の人件費である「 役員報酬」 「 職員給与」 「 職員諸手
当」 「 賞与」 「 退職手当」 及び「 法定福利費」 の合計金額と は異なっ ており ます。



７ ． 開示すべき セグメ ント 情報

 　 中期目標等における 一定の事業等のまと まり ごと の区分に基づく セグメ ン ト 情報の開示を求めら れており ますが、 単一セグメ ン ト のため、 記載を 省略し ています。

 　 なお、 主務省令等により 要請さ れる 経理の区分に基づく セグメ ント 情報は下記のと おり です。

( 単位： 円)

給付経理 特別給付経理 業務経理 計 消去 合計

Ⅰ行政コ スト

損益計算書上の費用合計 228, 184, 845 4, 147, 998 73, 271, 867 305, 604, 710 △ 58, 398, 677 247, 206, 033

その他行政コ スト

その他行政コ スト 合計 0 0 0 0 0 0

　 行政コ スト 228, 184, 845 4, 147, 998 73, 271, 867 305, 604, 710 △ 58, 398, 677 247, 206, 033

Ⅱ独立行政法人の業務運営に関し て国民の
負担に帰せら れる コ スト

94, 720, 071 1, 456, 611 14, 905, 436 111, 082, 118 0 111, 082, 118

Ⅲ事業費用、 事業収益及び事業損益

　 事業費用

業務費 228, 184, 845 4, 147, 998 69, 206, 836 301, 539, 679 △ 58, 398, 677 243, 141, 002

　 退職給付金 133, 058, 484 3, 455, 289 0 136, 513, 773 0 136, 513, 773

　 支払備金繰入 6, 338, 140 0 0 6, 338, 140 △ 48, 865 6, 289, 275

　 その他 88, 788, 221 692, 709 69, 206, 836 158, 687, 766 △ 58, 349, 812 100, 337, 954

一般管理費 0 0 4, 035, 092 4, 035, 092 0 4, 035, 092

財務費用 0 0 8, 138 8, 138 0 8, 138

計 228, 184, 845 4, 147, 998 73, 250, 066 305, 582, 909 △ 58, 398, 677 247, 184, 232

　 事業収益

事業収益 60, 641, 835 1, 443, 175 0 62, 085, 010 0 62, 085, 010

補助金等収益 1, 806, 300 0 14, 538, 218 16, 344, 518 0 16, 344, 518

給付経理よ り 受入 0 0 58, 349, 812 58, 349, 812 △ 58, 349, 812 0

支払備金戻入 0 48, 865 0 48, 865 △ 48, 865 0

責任準備金戻入 72, 822, 939 1, 199, 347 0 74, 022, 286 0 74, 022, 286

雑益 0 0 1, 118 1, 118 0 1, 118

計 135, 271, 074 2, 691, 387 72, 889, 148 210, 851, 609 △ 58, 398, 677 152, 452, 932

　 事業損益 △ 92, 913, 771 △ 1, 456, 611 △ 360, 918 △ 94, 731, 300 0 △ 94, 731, 300

Ⅳ臨時損益等

　 　 臨時損失 0 0 21, 801 21, 801 0 21, 801

　 　 　 固定資産除却損 0 0 21, 801 21, 801 0 21, 801

計 0 0 21, 801 21, 801 0 21, 801

　 当期純損益 △ 92, 913, 771 △ 1, 456, 611 △ 382, 719 △ 94, 753, 101 0 △ 94, 753, 101

　 当期総損益 △ 92, 913, 771 △ 1, 456, 611 △ 382, 719 △ 94, 753, 101 0 △ 94, 753, 101

Ⅴ総資産

有価証券 200, 996, 509 40, 271, 992 0 241, 268, 501 0 241, 268, 501

金銭信託 881, 884, 401 0 0 881, 884, 401 0 881, 884, 401

投資有価証券 2, 387, 962, 032 20, 306, 137 0 2, 408, 268, 169 0 2, 408, 268, 169

その他 469, 282, 797 220, 541, 577 124, 700, 443 814, 524, 817 △ 33, 863, 897 780, 660, 920

計 3, 940, 125, 739 281, 119, 706 124, 700, 443 4, 345, 945, 888 △ 33, 863, 897 4, 312, 081, 991

　 　 　 　 　 　 　  　 　  　 　 1 区分の方法

中小企業退職金共済法、 独立行政法人勤労者退職金共済機構の業務運営、 財務及び会計並びに人事管理に関する

                           省令等に基づく 区分によ っ ており ます。

　 　 　 　 　 　 　 　  　  　 　 2 各区分の主要な業務

①  給付経理････ 退職金共済契約及び特定業種退職金共済契約に係る中小企業退職金共済事業に関する取引を

経理し ており ます。

②  特別給付経理･･ 特別給付経理（ 中小企業者以外の特定業種に属する事業の事業主と の退職金に係る 契約） に

関する 取引を経理し ており ます。

③  業務経理････ 退職金共済契約及び特定業種退職金共済契約に係る中小企業退職金共済事業に係る 事務に

関する 取引を経理し ており ます。



８ . 上記以外の主な資産、 負債、 費用及び収益の明細

( 1) 金銭信託



決算報告書（令和元事業年度）

清酒製造業退職金共済事業等勘定 (単位：百万円)

収　　入 101 91 △9

国庫補助金収入 22 16 △5 国庫返還分

業務収入 79 75 △4

掛金等収入 61 55 △6

運用収入等 18 20 2 債券利息の増

業務外収入 0 0 △0

建設業退職金共済事業等勘定より受入 0 － △0

林業退職金共済事業等勘定より受入 0 － △0

支　　出 338 213 △125

退職給付金等 223 137 △86 支給件数の減

業務経費 53 31 △22
損益計算書との相違点
決算額には減価償却費を除き
有形固定資産購入額が含まれております

退職金共済事業関係経費 52 30 △22 経費節減による減

運用費用等 0 1 1
返還掛金の増
損益計算書との相違点
決算額には金銭信託等の評価損が含まれて

一般管理費 2 2 △0
おりません

人件費 59 42 △18
退職手当減による減
損益計算書との相違点
決算額には退職給付費用の一部に計上して

一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 1 2 1
いる企業年金基金掛金と退職手当金が
含まれております
繰入件数の増

建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 0 － △0

林業退職金共済事業等勘定へ繰入 0 － △0

区　　分 予算額(A) 決算額(B) 差額(B)-(A) 備考
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